
　１．はじめに

　自動車は、人と物の移動を担保する手段として現
代生活を支える大きな柱である。一方、自動車事故
の発生件数は依然として年間70万件を越えている。
自動車の保護装置や車両構造の改善、救急救命体制
の拡充などが奏功して事故死者数が年間５千人を下
回っているなかで、衝突を未然に防ぐ予防安全対策
の重要性は一層高まるものと思われる。
　自動車の運転とは、高速で移動する重量物を、限
られた情報処理能力と身体能力しか持たない人間が

制御するという作業である。車外状況の検出や通信、
電子制御などの高度化により、自動車に応用できる
先進技術は年々増しつつあり、これを利用した運転
支援機能が普及すれば、これまで生身の人間では対
応が困難であった状況でも予防安全性を高めること
が可能になると期待される。ただし、実用レベルま
で技術の精度を高めるには相応の時間とコストを要
するため、機能開発にあたってまず支援の対象と内
容を明確にすることが必要であり、試作が成った時
点では有効性を検証する必要がある。
　機能を実用化する一連の過程において、ドライバ
ー特性に関する研究は一定の貢献をしている。本稿
では、予防安全機能とドライバー特性との関わりを
概観した上で、運転行動と対応能力を分析した研究
から得られている知見と、追突事故を例に事故発生
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過程への関与を考察する。この上で、運転支援機能
と車載情報提供装置を対象に、予防安全性向上を狙
いとした研究例を紹介する。

　２．予防安全機能とドライバー特性との関係

　ドライバー特性の研究は、予防安全機能の仕様検
討と評価の段階で役割を担う。新しく開発する機能
について、何をどのような手段で補うのかを明らか
にするためには、支援の対象とする交通状況や行動
を特定する必要がある。すなわち、ドライバーが苦
手とする状況を抽出して、その理由を分析し、ドラ
イバーの何を補うことを狙いとするのかを明瞭にし
なければならない。これと利用可能な技術との接点
を探ることで、効果的な支援機能の企画と設計が可
能になる。支援を必要とする状況と、運転行動に含
まれている問題点を抽出するためには、事故発生に
関与するドライバー要因と行動特性の分析が重要と
なる。
　また、機能が試作された段階では、設計者が意図
した改善効果が現れること、ならびにその機能の使
用により従前の運転行動が阻害されるなどの問題が
生じないことを確認する必要がある。評価を適切に
行うためにも、ドライバーの行動特性をふまえた評
価方法を用いることが重要である。
　衝突件数を集計した事故統計１）は、現実に生じた
事故のデモグラフィックな特徴を把握できる重要な
基礎資料であるが、時々刻々と変化する交通状況と
交通参加者の行動詳細については十分な情報を得る
ことはできない。このため、統計データだけではな
く、個別事例の発生経緯の分析が重要となる。交通
事故の発生状況の記述に用いることができる方法の
一つに、バリエーションツリー分析がある２） 。これ
は作業時の不具合発生に関わる人的要因を抽出する
目的で考案された手法３）であり、通常と異なる行為
を作業部署毎に抽出し、不具合発生に至るまでの時
間経過に沿ってこれを列記して当事者間の関係を整
理するものである。この手法を交通事故事例に適用
すると、当事者要因（ドライバー、他の交通参加者）
と環境要因（道路形状、信号機現示など）の相互関係
を、衝突に至るまでの間の時系列上に表現できるた
め、事故の直接あるいは間接の原因となった要因を
点検することが容易になると考えられる。バリエー
ションツリー分析を交通事故へ適用した例として、
事故事例調査の結果をもとに出会い頭事故を分析し
た例や２） 、事故が生じた前後の経緯を加速度や速度、

画像データとして記録するドライブレコーダを利用
して、追突や右直ニアミス状況を分析した例４，５）な
どが報告されている。
　このような事故事例の分析によって、特定の事例
において事故発生に至る過程を把握することができ
る。ただし、たとえ同じ類型の事故であっても、事
故が発生した道路環境と交通状況はさまざまに異な
るため、導かれた要因の中には同系統の事故類型に
共通するものと、特定の事故が発生した環境あるい
は状況に特異的に観察されたものが含まれている。
効果的かつ効率的な支援を考えるためには、多くの
事故に共通する要因を見つけることが重要となる。

　３．ドライバー特性分析と事故発生過程

　３−１　ドライバーの特性
　事故発生の直接的・間接的な要因には、ドライバ
ーの「人間としての」生理的あるいは心理行動的な
特性に起因するものも多い。道路環境と車、ドライ
バーは、 Fig.1の関係にあると考えられる。道路環境
中の自車位置や交通状況の変化をドライバーは主に
視覚情報として入手し、運転操作を継続する６，７）。
ここで運転行動は、ドライバーの内部過程である知
覚、情報処理、動作の連鎖からなる系を通して現れ
る８） 。車外や車内にある情報は、目、耳、皮膚、筋
などの感覚器官により受容され、短期貯蔵にて、長
期貯蔵と呼ばれる既存知識に基づいた処理を受け、
骨格筋などの効果器より動作として出力される。こ
の一連の系は、身体的特性や過去の経験から獲得し
た処理過程に関する個人特性、疲労や覚醒度などそ
の時々の心身状態の影響を受ける。
　運転行動が適切であるか否かは、刺激入力に対し
て適切な反応出力を行うことができるか否かに帰着
する。所与の道路環境と交通状況のなかで、ドライ
バーが対処しなければならない作業の量が大きい、
または時間的余裕が小さい場合や、ドライバーの内
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部過程である処理の系列が適切でない場合には、運
転行動は不適切になる。前者は、交通状況の要請が
ドライバーの対応能力を超えているケースに相当し、
後者は、通常であれば対処できる状況であるにもか
かわらずドライバー側に内在する何らかの理由によ
り対応能力が損なわれているケースに相当する。
　人間であるドライバーには、実現できる行動に量
的、時間的な限界があり、また行動が損なわれやす
い条件がある。これらはいわばドライバーの弱点で
あり、事故発生に関与する。筆者の所属する㈶日本
自動車研究所では以下のような実験研究によってド
ライバーの特性を調べている。
１）視対象の検知
　ドライバーは運転に必要な情報の大部分を視覚情
報として取得しており、交通状況の変化を検知する
ことは安全に運転を継続する必須の要素である。視
覚刺激の検知の適否には、視野範囲中の呈示位置、
刺激の大きさ、動き、背景とのコントラストなどの
物理的条件が影響する。注視点を固定して上下左右
の視野範囲に光点を呈示する室内実験にて、刺激検
知への影響を調べたところ９） 、視野の周辺部に呈示
され、サイズが小さく、背景のテクスチャが複雑で
あるほど、検知までの時間が長くなった。あらかじ
め呈示されている刺激のサイズが増大する場合には、
サイズ変化率が小さいほど検知時間が長かった。
　これらは人間の視知覚についての基本的な特性で
あり、運転行動にも影響が予想される。例えば、薄
暮時に遠方を一定速度で走行する先行車は、コント
ラスト、刺激としての大きさ、サイズ変化の点で、
後続車のドライバーがこれを検知するのに不利と考
えられる。また、見通しの良い交差点であっても、
衝突するタイミングの自車と交差車両が一定速度で

走行するコリジョンコースにある場合には、交差車
両が視野周辺部に位置して見えのサイズが小さいこ
とに加え、自車から見た交差車両の左右方向の位置
が変化しないため１０） 、 出会い頭事故につながるリス
クが高まると考えられる。
２）注視点の分布
　車外状況を適切に把握するためには、万遍なく注
視点を移動する視覚的探索が有利と考えられるが、
ドライバーの状態によって注視点の分布範囲は変化
する。ドライビングシミュレータで特段の危険のな
い交通状況を設定し、聴覚暗算作業を実施しながら
走行を求めた実験では１１） 、 暗算作業を行っている場
合に注視点の分布範囲が狭い範囲に集中する傾向に
あった。アイカメラにて測定した注視点の時間分布
を道路座標系に対して集計したところ、 Fig.2に示す
ように、時間構成率の小さい領域は暗算有無による
大きな違いはないものの、相対的に長い時間にわた
って注視される領域は、暗算作業時はより進行方向
前方に集中していた。設定した暗算作業は、聴覚呈
示される加算問題に対して口頭で回答する作業であ
り、視覚的な負担のない作業でも、認知的負荷が大
きい場合には視認行動に影響が生じる。
　人間の視知覚が成立するには、眼球運動と焦点調
節、ならびに視覚刺激の内容を認識するための時間
が必要となる。一方、単位時間中に注視点を移動で
きる回数は、一カ所の注視に要する時間に依存する。
上記の実験では、60歳未満の一般ドライバーでの注
視点停留時間は0.3〜0.6秒程度であったのに対し、 65
歳以上の高齢ドライバーでは停留時間が1.0秒を超
える場合があった。一般ドライバーでは１秒あたり
２回は注視点を切り替えることができるのに対し、
高齢ドライバーの注視点移動の回数はこれよりも少
ないことになる。高齢ドライバーでは注視点の分布
範囲が狭く、また周辺視での検出能力が劣ることも
知られており、これに加えて注視点を移動する頻度
が小さいことは、車外状況の検知の点で不利となる。
３）車間距離、横位置の変動性
　運転行動はその場面でドライバーが行っている処
理による影響を受ける。先行車への追従走行状況を
実験的に設定し、ナビゲーションシステムを模した
車載機器操作タスクを行いながら走行を求めたとこ
ろ１２） 、 Fig.3のように、 視認手操作を要する車載タス
クだけでなく、音声により操作する車載タスクでも、
車間距離の変動性が増す場合があった。すなわち、
表示されている情報量と操作ステップ数の大きい視
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Fig. 2　通常走行時の注視点分布１１）
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認手操作タスク、ならびに階層数が多くドライバー
が処理に要する時間の長い音声操作タスクでは、車
間距離の変動性が拡大した。
　視覚表示画面への注視を伴う視認手操作の車載タ
スクでは、車外状況から注視点を大きく逸らしてい
る間は、ドライバーは先行車との車間距離の変化を
情報として取得できない。車外の状況変化を知覚す
る入力が損なわれているため、その後の処理を進め
ることができず、結果として車間距離を適切に保つ
ペダル操作を行うことができなかったものと考えら
れる。一方、音声操作の車載タスクでは、注視方向
は車外に向けられており、車外状況の知覚は可能で
ある。ただし視覚的な負荷がない場合であっても、
車載タスクの処理にはドライバー自身のもつ処理資
源（resources）を消費する。車外状況に対応するた
めの処理資源が減じたため、音声操作タスクでも車
間距離を適切に保つ操作を行うことができない場合
があったものと考えることができる。
　車間距離の変動性増大は、狭い車間距離となる時
間が長くなることも意味するため、追突事故のリス
クを増す可能性がある。上記の実験では車間距離と
ともに自車横方向位置の変動性も増加しており、車
線を逸脱するリスクも増大する。視覚的な注意分散
だけでなく、視認行動を伴わない注意分散であって
も、ドライバー自身の運転行動が原因となって、通
常の運転状況を危険な状況に変性するリスクを増す
と考えられる。
４）衝突回避行動
　衝突の危険性が顕在化した緊急状況では、状況変

化を即座に検知して衝突回避のための対応行動をと
る必要がある。衝突回避の可否は、ドライバーに実
現可能な反応時間や操作速度、操作力によって規定
される。一般に緊急状況では、衝突までの余裕度が
小さいほど、短く、速く、大きい対応行動が観察さ
れる。ドライビングシミュレータにて前方に突然に
出現する静止障害物を設定し、出現時の自車速度と
障害物までの距離を変化させて操舵による回避行動
を調べたところ１３） 、 衝突までの余裕時間が短いほど、
回避行動を開始するまでの反応時間は短縮し、操舵
角と操舵角速度は増大した。見通しの悪い交差点に
て交差道路から車両が飛び出す状況でも１４） 、Fig.4
のように状況の余裕度が小さいほど、操舵あるいは
制動回避を開始するまでの反応時間が短縮した。状
況が切迫しているほど、ドライバーは自らの対応能
力を最大限に発揮して状況に対処しようとする。
　ただし、実現できる行動には限界があり、操舵あ
るいはペダル操作での反応時間は最短の条件で約0.3
 秒、操舵角速度は約400度／秒が上限であった。ま
た、65歳以上の高齢ドライバーでは、実現できる最
短の反応時間が平均値にして0.1秒程度長くなってい
た。反応時間は、刺激強度や呈示位置などの物理的
特性の影響を受けるほか、不測の状況変化１３）や状
況の危険性の過小評価１５） 、 いったん開始した行動を
修正する場合 １６） などには反応時間が増大する。
　衝突回避行動は、事象が発生した時点でドライバ
ーが行っている車内作業によっても影響を受ける。
多くの視覚情報が車載表示装置を介して呈示される
状況を想定し、ドライバーが情報を取得している最
中に先行車が急減速する状況をドライビングシミュ
レータで設定して対応行動を調べたところ１７） 、 複数
情報が呈示されている際のアクセルペダル離しまで
の反応は平均で１秒以上かかっていた。これに対し
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注）S：視覚表示、T：手操作、V：音声表示／操作。
Fig. 3　車載タスク実施中の車間距離変動性１２）
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Fig. 4　余裕度と反応時間１４）
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て、優先度に応じて情報を選択し、色や輝度、告知
音など表示の物理的特性で修飾して呈示した場合に
は、反応時間は大きく短縮した。また、複数情報の
同時呈示では実験参加者の半数が先行車と衝突する
状況であっても、呈示する情報を適切に選択するこ
とで全員が衝突を回避することができるようになっ
た１８） 。 前述のように車載機器への注視を伴う視覚的
な注意分散は、車外状況の変化の知覚を損なうため、
緊急状況でも対応行動を劣化する。ただし、ドライ
バーに理解しやすいよう配慮した情報提供方法を用
いることにより、車載機器の操作によるリスクを小
さく抑えることも可能と考えられる。
５）道路環境、交通状況の影響
　ドライバーは、所与の環境中で状況変化を知覚し
て運転操作を行うため、当然ながら道路環境や交通
状況の影響を受ける。交差点通過時の運転行動に及

ぼす影響を調べるため、テストコース上に形状と見
通し条件を変更できる交差点を設定し、速度やドラ
イバーの視線方向を測定する走行実験を実施した１９）。
道路環境の要因として、車線数、視界遮蔽壁の有無、
停止線位置を、交通状況の要因として、交差車両の
進行方向と通行量、自車の右左折進行方向を水準設
定した。その結果、 Fig.5に示すように、視界を遮蔽
する事物がなく自車線数が多いなど、交差点の見通
しがよい場合には注視による左右確認が少なく、早
期に確認行動を終了し、交差点接近時と進入時の速
度が相対的に大きかった。交差車両が少なく通行が
自車の左方からのみの場合には、自車の交差点接近
時の速度が大きくなっていた。自車の進行方向とは
逆方向の交差道路への確認行動は相対的に少なく、
かつ早期に終了する傾向にあった。これらの環境・
状況の要因は、交差点への接近通過時のリスクを増

す可能性がある。
　出会い頭事故の発生そのものにも、道
路環境と交通状況が影響する。ドライビ
ングシミュレータにて、交差車両の出現
タイミングと走行速度によって衝突まで
の余裕時間が小さい状況を設定して、交
差点進入直前から出会い頭衝突に至る間
の運転行動を観察したところ、注視の偏
りによる交差車両の発見の不適、交差車
両を発見した地点から衝突地点までの余
裕距離が小さいこと、交差車両発見時点
の自車速度が大きいことが、衝突の直接
的な原因として抽出された２０） 。 このうち
注視の偏りは、自車の進行方向と交差車
両の接近方向が一致していない場合や交
差道路に横断歩行者がある場合に多かっ
た。発見地点と衝突地点の余裕距離が短
い例は、視界遮蔽壁と交差道路との距離
マージンが小さい道路環境で多かった。
また、上記のテストコース走行実験の結
果から推定すると、交差車両を発見した
時点の速度が大きい事例は、交差点の見
通し条件が影響している可能性がある。
　３−２　追突事故の発生過程
　上記のように、これまでさまざまな側
面からドライバーの特性が調べられてい
る。衝突事故に至るまでの各段階とこれ
らの特性との関係を整理することは、事
故の誘因や原因の理解につながる。事故
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類型１）のなかで事故発生件数の約1/4を占める追突
事故を例に考察すると、ドライバー特性の関わりを、
 Fig.6のように考えることができる。ここでは、追
突事故に至る段階を次のように想定している。まず
併走車の車線変更や側道からの進入、あるいは自車
の車線変更などにより、先行車へ追従走行する状況
が生じる。ここで、自車速度の増大や先行車の減速
により、相対速度が増大して車間距離が減少すると、
衝突のリスクが顕在化する。この時点で、衝突予想
時間（Time to Collision；TTC）の減少による衝突リ
スクをドライバーが認識して適切な回避行動をとる
ことができなければ、車間距離はさらに減少し、先
行車との衝突に至ることになる。
　追従走行の段階で、先行車の存在をド
ライバーが適切に認識できない原因とし
ては、距離の大きさに起因する先行車の
見えの大きさや照度、コントラストの不
足が、ドライバーの知覚に影響した可能
性が予想される。処理に関わる問題とし
ては、先行車となる車両への監視あるい
は注意配分の不足、他の視対象への視覚
的注意分散や、考え事などによる非視覚
的な注意分散、覚醒度の低下などが推定
される。
　車間距離の減少あるいは相対速度が増
大してリスクが高まる段階では、自車速
度の増大による場合には、速度変化の知
覚が不適切であったことや、自車速度の
過小評価あるいは車間距離の過大評価、
アクセルペダル操作の巧緻性減退などの
問題が予想される。また、自車速度の増
大にドライバー自身が気づいていても速
度を低下できない場合には、対応行動と
してのアクセルやブレーキ操作が不適切
であったことが予想される。
　自車速度の増大あるいは先行車の減速
によって衝突リスクが顕在化した段階で
ドライバーがTTCの減少を認識しない
原因として、知覚の問題としては先行車
の見え方のサイズあるいはサイズ変化率
が小さいこと、処理の問題としてはTTC
の過大評価や注意分散が考えられる。
TTC減 少 を 認 識 し た にもかかわらず対応
行動を適切にとれない場合には、反応時
間の増大や操作力の不足などの処理と動

作の問題が推定される。
　以上は追突事故を対象とした考察であり、出会い
頭事故や対歩行者事故など、形態の異なる事故では
発生過程も異なる。支援すべき段階と行動は、対象
とする事故の類型毎に、道路環境や交通状況に応じ
て洗い出す必要がある。対象物の見え方の大きさや
コントラスト、視野中の対象物の位置、注意分散、
対応行動までの反応時間や操作力、操作速度などは、
いずれの事故にも関与する可能性のあるドライバー
側の要因である。ただし、一律の対策では予防安全
性を高めることは難しいと思われる。衝突直前の段
階に比べて、衝突までに多くの段階を経る時点では、
想定される要因はまだ衝突発生の直接的な原因では
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なく、衝突発生地点や時期から離れていると状況変
化の検知精度を維持することも難しいと予想される
からである。例えば、衝突までに多くの段階がある
時点では、周辺の交通状況や走行経路についての情
報提供などにより、知覚や処理の負担を軽減する程
度の支援が適当と思われる。これに対して、衝突が
切迫した時点での対策では、ドライバーへの訴求力
の大きい警報の呈示や、車載システムによる操作へ
の介入が有用と予想される。

　４．機能開発に関わるドライバー特性研究

　４−１　運転支援機能の仕様
　事故発生過程とドライバー特性との照合により、
支援すべき状況と行動を抽出した後には、支援の仕
様を明確にしなければならない。この段階では、ド
ライバーが実現できる具体的な行動についての知見
が重要となる。例えば、緊急状況での衝突回避を目
的とする警報呈示や注意喚起のための情報提供、あ
るいは自動ブレーキなどの操作支援では、ドライバ
ー自身の制動あるいは操舵による回避操作の限界に
関わるデータに基づいて、システムの作動タイミン
グなどが検討されている。
　前方車両衝突警報の警報発生タイミングについて、
ドライビングシミュレータでの追従走行時に低覚醒
状態を誘導し、先行車の急減速に対する反応時間や
衝突回避の成功率を調べた例がある２１） 。 この実験で
は、まず通常状態のドライバーを対象に警報呈示に
対するブレーキ反応時間の分布を調査し、95％タイ
ル値が1.0秒であることを明らかにした。そこで、
警報発生タイミングを車間距離として定めるStop-
ping Distance Algorithmにてドライバーの反応時間
を1.0秒に設定したところ、 警報が呈示されない場合
には１割以上のドライバーが衝突に至る低覚醒状態
であっても、警報呈示により全員が衝突を回避する
ことができた。この結果は、警報システムなどを検
討しているISO TC204のWorking Groupに報告され、
Forward Vehicle Collision Warning Systems仕様の
議論に活用された。
　また、車線変更の敢行可否の判断を支援する後側
方警報について、併走する後方車両が自車位置に到
達するまでの時間によって、警報の要否を検討した
例がある２２） 。 高速道路の走行時に車線変更を敢行す
るか断念するかの実態を、後側方車両の位置と相対
速度の計測値により調査したところ、余裕時間が10
秒以上の場合にはすべてのドライバーが車線変更を

敢行し、６秒未満の場合には断念する場合があった。
車線変更挙動を開始してから終了するまでの所要時
間の平均値は5.3秒、標準偏差は1.0秒であった。こ
の結果から、後側方車両の到達予想時間が概ね６秒
未満の場合には、ドライバーは車線変更挙動を完了
できないリスクがあるため、警報を発する必要性が
大きいと考えられる。これに対し、10秒以上の時間
があれば車線変更を完了できることから、このタイ
ミングで警報を呈示するとドライバーの煩わしさ感
を増し、場合によっては誤警報と受け取られてしま
う可能性も予想される。
　４−２　車載情報機器の評価
　機能の仕様が確定して試作がなされた段階では、
実用に供するための事前評価を行うことになる。こ
こではドライバーの行動特性に基づく適切な評価方
法を用いることが必要である。例えば、ナビゲーシ
ョンシステムなどの車載情報提供装置について、通
常時の車両挙動に影響しない視認行動に関する研究
結果をもとに、Occlusion法と呼ばれる方法が定め
られている。これは静的状況での台上評価方法であ
り、シャッターつきゴーグルなどによって運転時の
視認行動パタンを視界遮蔽時間として再現し、評価
対象とするタスクの終了までに要する時間を総シャ
ッタ開時間（Total Shutter Open Time；TSOT）とし
て測定して、TSOTの長さによって車載装置タスク
の良否を評価するものである。この評価方法の開発
にあたり、まず実車走行時に車載装置を操作する際
の横位置変位量を測定して、装置に対するドライバ
ーの総視認時間（Total Glance Time；TGT）と横位置
変位量が対応することを確認し、次いでOcclusion
法にて静的状況で測定したTSOTが、実車走行時の
TGTと対応することを確認するという手順を踏ん
でいる２３） 。 このような日本での研究に加えて各国で
も検討が進められ、2007年にISO16673としてOcclu-
sion法の手続きを内容とする国際標準が発行されて
いる。さらに㈳日本自動車工業会が策定したガイド
ラインでは２４） 、 走行時のTGTが８秒を超える場合に
は無負荷時を上回る車両横位置変位が観察されたこ
とから、Occlusion法でのTSOTの許容値を7.5秒に
定めている。
　なお、Occlusion法は視認行動を台上で模擬する
単一課題の方法であるため、ドライバーの視認手操
作を伴う車載装置タスクの評価には適するが、音声
操作による認知的負荷の評価には手続きとしてそぐ
わない懸念がある。直接的な表出行動を伴わない認
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知的負荷を推定する方法として、副次課題法を利用
できる可能性がある。副次課題法とは、評価対象タ
スクと成績測定作業との同時実施を求め、成績測定
作業の遂行量の低下を調べることで、評価対象タス
クの負荷によって減じた作業者の処理資源を推定し
ようとする方法論である。ただし、副次課題法では
処理資源の配分が問題となり、評価の際に作業者が
時間分割などの対処方略を用いた場合には、認知的
負荷を適切に推定できない恐れがある２５） 。 筆者らは、
トラッキング作業を成績測定作業に用いることで、
時間分割の対処方略の介在を最小化し、車載装置に
よる認知的負荷の推定を試みている２６） 。 現時点での
実験結果からは、作業者による予測が必要な作業を
足による操作として行うペダルトラッキング作業が
有望とみられるが、どのような評価方法が認知的負
荷の把握に適切であるのかについては、今後さらに
検討が必要である。

　５．おわりに

　予防安全性の向上を図るためには、事故の実態と
要因の分析ならびに運転行動の調査を欠かすことは
できない。ドライバーが実現できる行動の限界や、
状況によって陥りがちな弱点などを洗い出すことが、
対策を講じる出発点となるからである。また、ユー
ザであるドライバーの受容性を担保するためには、
機能を開発した時点での評価が重要であり、実効性
と副作用を検証しておかなければならない。本稿は、
予防安全機能の仕様検討と評価へ貢献する研究例の
一部を紹介したものである。
　外界の状況変化を検知して衝突の危険を警告する
システムや、運転操作に車両が介入するシステムで
は、設計者の意図と異なる誤解により、ドライバー
が過剰な期待をしてしまった場合には、不適切な行
動が惹起される懸念もある。例えば、支援機能の不
作動は生じないとドライバーが思い込んでいた場合
に、現実には不作動が生じると、ドライバー自身が
対応行動をとるまでの反応時間が延長し、支援機能
への信頼感も大きく損なわれる２７） 。 ドライバーがシ
ステムに対してどのような期待あるいは態度を抱い
ているのかを把握し、表出される行動との関係を明
らかにすることも、予防安全機能の実用化と普及に
おける重要な課題と思われる。また、急速かつ高率
に人口高齢化が進行するわが国では、高齢ドライバ
ーに対する適切な支援の方法を検討する重要性も大
きい。人間の期待や態度、加齢による行動影響の研

究は、心理学・行動科学の領域で進められている。
近接するこれらの領域で得られている知見も参照し
て、予防安全性の向上方策を検討することが重要と
考える。
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